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2. 周知広報
2.2. 福祉事務所向けの周知広報
2.2.3. 周知資料の作成

医療保険における中間サーバーへの加入者情報登録時に発生した誤入力ケースを参考に、福祉事務所の資格情報等の登録における
誤登録の防止を目的として、誤記入例及び誤登録例を一覧化し、福祉事務所へ展開しました。

加入者情報登録ファイルにおける誤記入例及び記入ルールの展開

①福祉事務所向け
ポータルサイトの問合せ

対応
②周知資料の作成

加入者情報登録ファイルにおける誤記入例及び記入ルール一覧
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2. 周知広報
2.2. 福祉事務所向けの周知広報
2.2.3. 周知資料の作成

令和６年１月21日から１月23日に実施する全件J-LIS照会前までに、中間サーバーに資格情報等を登録した福祉事務所向けに、
全件J-LIS照会後の資格情報等の登録・修正方針を示す資料を作成しました。

全件J-LIS照会を実施し、真正性を確保した資格情報のみをオンライン資格確認の対象とする方針であることから、新規データについて
は、中間サーバーに一定期間連携しないようにしていただく必要がある旨の周知を行いました。

全件J-LIS照会後の資格情報等の登録・修正方針に係る周知

①福祉事務所向け
ポータルサイトの問合せ

対応
②周知資料の作成

全件J-LIS照会後の資格情報等の登録・修正方針



33

2. 周知広報
2.2. 福祉事務所向けの周知広報
2.2.3. 周知資料の作成

被保護者におけるマイナンバーカードにおけるオンライン資格確認の利用促進を目的とした、福祉事務所から被保護者に配布するリーフ
レットを作成しました。本リーフレットでは、「マイナンバーカードが医療券・調剤券として利用できること」「医療扶助のオンライン資格確認に
おける被保護者向けのメリット」「マイナンバーカードの医療券・調剤券利用に係る申込手順」等を示しています。

福祉事務所向け国民配布用リーフレット

①福祉事務所向け
ポータルサイトの問合せ

対応
②周知資料の作成
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2. 周知広報
2.2. 福祉事務所向けの周知広報
2.2.3. 周知資料の作成

被保護者が医療機関等で医療扶助におけるオンライン資格確認を行うことによって生成されるログ情報（以下、「オンライン資格確認
実績ログ」という）の活用方法を示す手引きを作成しました。オンライン資格確認実績ログを活用することで、頻回受診傾向がある被保
護者や未委託の医療機関等への受診者の一次スクリーニングに役立つ情報が得られ、早期発見が期待できる旨を周知しました。

オンライン資格確認実績ログの活用に係る福祉事務所向け手引き

①福祉事務所向け
ポータルサイトの問合せ

対応
②周知資料の作成

オンライン資格確認実績ログの活用方法の説明
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2. 周知広報
2.2. 福祉事務所向けの周知広報
2.2.3. 周知資料の作成

中間サーバーに登録した被保護者の資格情報について、異なる個人番号が登録されていること（個人番号の紐づけ誤り）を検知した
場合の福祉事務所の対応手順を示す周知資料案を作成のうえ、貴省に連携しました。

異なる個人番号が登録されていることを検知した場合の対応手順を示す周知資料

①福祉事務所向け
ポータルサイトの問合せ

対応
②周知資料の作成

異なる個人番号が登録されていることを検知した場合の対応手順
福祉事務所が自ら異なる個人番号の

誤登録を検知した事案の連絡票
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2. 周知広報
2.2. 福祉事務所向けの周知広報
2.2.3. 周知資料の作成

令和６年５月７日から稼働する誤入力チェックシステム‘24に伴い、福祉事務所別（導入済み福祉事務所、未導入福祉事務所）
の資格情報等の登録・修正方針に係る周知資料案を作成のうえ、貴省に連携しました。

誤入力チェックシステム24’の稼働に向けた対応に係る周知

①福祉事務所向け
ポータルサイトの問合せ

対応
②周知資料の作成

誤入力チェックシステム24’の稼働に向けた対応について
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2. 周知広報
2.2. 福祉事務所向けの周知広報
2.2.3. 周知資料の作成

福祉事務所が健診情報の登録に係る対応の概要及びスケジュールを示す資料を更新しました。本資料では、健診情報の利用目的な
どを説明しつつ、福祉事務所に対する適切な対応を推進するための周知を行いました。

さらに、令和６年度以降の特定健康診査・特定保健指導の電子的な標準フォーマットに関する資料において、医療扶助（福祉事務
所）に関連する変更点を整理した差分表についても更新しました。

健康増進法に基づく健診情報の登録に係る周知資料/差分表

①福祉事務所向け
ポータルサイトの問合せ

対応
②周知資料の作成

健康増進法に基づく健診情報の登録に係る周知資料 差分表
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2. 周知広報
2.2. 福祉事務所向けの周知広報
2.2.3. 周知資料の作成

「健康増進法に基づく健診情報の登録に係る周知資料」に記載している福祉事務所の対応事項「電子証明書の申請・設定」を行うに
当たり、福祉事務所に対応いただきたい内容（情報提供用Excel資料のご提供）について説明する資料を公開しました。

本資料を基に福祉事務所からご提供いただいた情報を踏まえ、電子証明書の流用可否判断・お知らせを各自治体/福祉事務所へ行
うとともに、電子証明書を流用できない場合は、支払基金において、電子証明書の一括申請を実施しました。

健診情報登録における電子証明書発行申請に係る周知資料

①福祉事務所向け
ポータルサイトの問合せ

対応
②周知資料の作成

電子証明書の発行申請及び流用に係る説明 情報提供Excelの記入方法



39

2. 周知広報
2.2. 福祉事務所向けの周知広報
2.2.3. 周知資料の作成

令和６年４月１日から開始する健診情報の登録に当たって、被保護者が別の被保護者の健診情報を閲覧してしまうことがないよう、
各被保護者の資格情報等と健診情報を正しく紐付けるため、各自治体及び福祉事務所の皆様に「①健診情報が確実に本人情報で
あることの確認」、「②健診情報と受給者番号の整合性の確保」の方針及び手順について説明する資料を公開しました。

健診情報における本人情報の確認方針及び手順に係る周知資料

①福祉事務所向け
ポータルサイトの問合せ

対応
②周知資料の作成

健診情報における本人情報の確認方針及び手順について
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2. 周知広報
2.2. 福祉事務所向けの周知広報
2.2.3. 周知資料の作成

福祉事務所システムベンダに対し、健診情報の本人情報確認に関する基本方針や、全件J-LIS照会後の資格情報登録方針などにつ
いてご理解いただくために、説明会を実施しました。本説明会は、福祉事務所システムベンダが、福祉事務所の健診情報や資格情報の
登録に関する運用について理解を深め、福祉事務所へのシステム導入等を円滑に実施いただくことを目的としました。

健診情報及び資格情報等の登録に係るベンダ説明会資料

①福祉事務所向け
ポータルサイトの問合せ

対応
②周知資料の作成

健診情報の登録に係る説明 資格情報等の登録に係る説明
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2. 周知広報
2.2. 福祉事務所向けの周知広報
2.2.4. 福祉事務所向けの周知実績

令和５年度の福祉事務所向けの主な周知実績を以下に整理しました。

令和５年４月

健康増進法に基づく健診情報の登録に係る周知資料・差分表（第2
版）公開

福祉事務所向けリーフレット（不開示フラグ/自己情報提供不可フラグ/健
診情報の提供同意フラグ）の公開

周知ポイント。

次頁以降で詳細説明。
…

主な周知内容

福祉事務所向けの主な周知実績（1/3）

医療扶助のオンライン資格確認における情報制御に係る周知資料の公開

健診情報の登録における電子証明書の発行申請に係る周知資料の公開

【事務連絡】総合運用テスト/運用テスト実施のご依頼

【事務連絡】資格情報等の初回登録に係るご依頼

【事務連絡】資格情報等の修正に係るご依頼

【事務連絡】健診情報のデータ整備に係る事前周知

医療扶助のオンライン資格確認に関する周知ガイドライン説明資料の公開
（福祉事務所から地域医療機関等への説明資料）

資格情報等の登録手引き/データ整備のチェックリストの公開

【事務連絡】外部接続テスト（本番環境）実施のご依頼

健診情報の登録におけるユーザ申請に係るアンケートの実施

資格情報等のデータ整備完了報告フォームの公開

周知時期

令和５年７月

令和５年８月

令和５年９月

令和５年11月

2
福祉事務所⇒医療機関等への

導入促進

1
福祉事務所による資格情報等の

真正性確保の働きかけ



42

2. 周知広報
2.2. 福祉事務所向けの周知広報
2.2.4. 福祉事務所向けの周知実績

前頁の続き。

令和５年12月

周知ポイント。

次頁以降で詳細説明。
…

主な周知内容

福祉事務所向けの主な周知実績（2/3）

【事務連絡】全件J-LIS照会後の資格情報等登録に係るご依頼

外部接続テスト（本番環境）（健診情報）計画書の公開

【事務連絡】外部接続テスト（本番環境）（健診情報）実施のご依頼

外部接続テスト（本番環境）（健診情報）セットアップ資材（正式
版）の提供

運用テスト（健診情報）計画書の公開

運用テスト（健診情報）仕様書（一式）の公開

【事務連絡】検証運用開始に伴う対応のご依頼

健診情報登録テスト計画書の公開

特定健診・保健指導システム操作手順書【運用編】＜福祉事務所用＞
の公開

健診情報における本人情報の確認方針及び手順に係る資料の公開

健診情報の本人情報確認に向けた対応に係るアンケートの実施

【事務連絡】健診情報の登録に当たっての対応のご依頼

【事務連絡】運用開始に伴う対応のご依頼

周知時期

令和６年１月

令和６年２月

3
全件J-LIS照会後の資格情報等

の登録・修正方針

4 運用開始前の早期の課題抽出

5
健診情報が確実に

本人情報であることの確認

６ 運用開始の周知
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2. 周知広報
2.2. 福祉事務所向けの周知広報
2.2.4. 福祉事務所向けの周知実績

前頁の続き。

令和６年３月

周知ポイント。

次頁以降で詳細説明。
…

主な周知内容

福祉事務所向けの主な周知実績（3/3）

健診情報のデータ整備完了報告フォームの公開

【事務連絡】健診情報の登録開始のご依頼

福祉事務所向けリーフレット（マイナンバーカードの取得促進・初回登録 
等）の公開

オンライン資格確認実績ログの活用に係る福祉事務所向け手引きの公開

周知時期

８
オンライン資格確認実績ログの活

用の促進

７
被保護者のオンライン資格確認の

利用促進
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2. 周知広報
2.2. 福祉事務所向けの周知広報
2.2.4. 福祉事務所向けの周知実績

前頁の続き。

１ 福祉事務所による資格情報等の真正性確保の働きかけ

背景
• マイナンバーと各種制度情報との紐付け誤りの事例が複数確認されたことを踏まえ、真正性を確保した情報のみを登録す

る仕組みを構築し、誤った情報を登録させないことが肝要である。

2 福祉事務所⇒医療機関等への導入促進

背景
• 医療扶助のオンライン資格確認への理解が不足している医療機関等が存在しており、医療機関等でオンライン資格確

認の導入が進んでいない。

対応
• 福祉事務所が地域の医療機関・薬局に対して説明を行う際に活用できるガイドライン資料を福祉事務所向けポータルサ

イトにおいて公開し、医療機関等における医療扶助のオンライン資格確認の理解を深め、導入の推進を図った。

対応

• 各福祉事務所において、正確な資格情報等を中間サーバー等に登録することができるよう、登録に当たっての確認のポイン
ト・注意事項、誤登録防止に向けたケース別の対応例等を示した「資格情報等登録の手引き」及び個人番号の真正性
の確保や受給者番号の固定化の徹底等について、自己点検を実施いただくための「データ整備のチェックリスト」を送付。資
格情報等の誤登録防止に向けた対応を確実に実施いただくよう令和５年８月より周知を実施した。

• 令和６年１月以降、下記それぞれのタイミングでJ-LIS照会の実施、また実施に向けた周知を実施した。

➢ 全件J-LIS照会/全件J-LIS照会再突合：照会時点の既存の全登録情報について、住民基本台帳ネットワーク
システムの登録情報と突合。また、１回目で突合結果が不一致だった資格情報等を対象とした再突合を実施。

➢ 3月末J-LIS照会：３月末時点で未導入の福祉事務所のみを対象とし、住民基本台帳ネットワークシステムの登
録情報との突合を実施。

➢ 誤入力チェックシステム’24によるJ-LIS照会/稼働前の差分突合：新規登録情報や既存の全登録情報の変更
時に、住民基本台帳ネットワークシステムの登録情報と自動的に突合を実施。また、稼働直前にそれまで修正され
たデータを対象とした突合を実施。
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2. 周知広報
2.2. 福祉事務所向けの周知広報
2.2.4. 福祉事務所向けの周知実績

前頁の続き。

3 全件J-LIS照会後の資格情報等の登録・修正方針

対応

• 初回登録後の新規資格情報等は全件J-LIS照会の対象とならないため、誤入力チェックシステム‘24の稼働までオンライン
資格確認の対象としない。

• 一方で主要ベンダの仕様上生保システムの情報が自動でオン資連携されるため、福祉事務所の運用回避またはシステム
改修により、新規資格情報等の連携を制御いただく。

• 初回登録後、誤って登録されてしまった新規資格情報についても検知し、対象の福祉事務所へ連絡し、データを削除いた
だく。

背景
• 令和６年１月の全件J-LIS照会後～誤入力チェックシステム‘24迄の期間に新規に登録する資格情報等は、J-LIS照

会による真正性の確保が行えないことを踏まえ、該当機関における新規登録の方針をどのようにするか検討の上、周知する
必要がある。

4 運用開始前の早期の課題抽出

対応

• 令和６年２月13日（火）～２月29日（木）の期間で医療扶助におけるオンライン資格確認の検証運用を実施し、
本番稼働に先駆けて医療扶助のオンライン資格確認を実施する際に発生するであろう運用面およびシステム面での課題
を早期に抽出し、対応策の検討・策定を行った。

• 福祉事務所向けポータルサイトの問合せにおいて、検証運用開始に伴って課題が発生していることを検知した場合は、福
祉事務所の課題として一元管理を行い、他福祉事務所への周知等横展開の検討を行った。

• 検証運用開始以降、委託先医療機関・薬局に受診する際にマイナンバーカードを使用したオンライン資格確認が可能と
なる旨を被保護者へ周知する対応を福祉事務所に依頼した。

背景

• 医療扶助のオンライン資格確認の運用開始に先立って、医療扶助のオンライン資格確認を実施する際に発生するであろ
う運用面およびシステム面での課題を早期に抽出し、対応策の検討・策定を行う必要がある。

• 検証運用開始以降、医療保険者等向け中間サーバーに登録された資格情報等で真正性が確保されている被保護者
につきましては、委託先医療機関・薬局（医療扶助のオンライン資格確認が導入済の場合に限る）において、マイナン
バーカードによる資格確認等が実施可能となることを明に周知する必要がある。
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2. 周知広報
2.2. 福祉事務所向けの周知広報
2.2.4. 福祉事務所向けの周知実績

前頁の続き。

５ 健診情報が確実に本人情報であることの確認

背景

• 医療扶助のオンライン資格確認が導入された後、福祉事務所から特定健診データ収集システムを経由してオンライン資格
確認等システムに被保護者の健診情報が登録されることで、被保護者もマイナポータル上で健診情報の閲覧が可能となる。

• 資格情報と同様に、被保護者の健診情報に紐付く本人情報が正しいものとなっているかを確実に確認した上で、健診情
報を登録する必要がある。

対応

• 資格情報の登録における真正性確保と同様の条件とし、健診情報と資格情報についてキー項目の有無に関わらず、基本
4情報を用いて突合することで整合性を確認することを条件とすることで健診情報が確実に本人情報であることを確認した。

• 健診情報の登録に係る運用確立に向け、福祉事務所システムベンダには令和５年11月、福祉事務所には令和６年３
月に対応方法の周知を実施した。

• 健診情報の本人情報の確認をしていない福祉事務所が登録することを防ぐため、実際に健診情報の本人情報の確認が
完了した時点（令和６年４月以降）で、本人情報の確認が完了した旨の報告を求めた。

６ 運用開始の周知

背景
• 令和６年３月１日、医療扶助のオンライン資格確認の運用が開始され、被保護者本人がマイナポータル画面で、資格

情報や医療券・調剤券情報等の閲覧が可能となる。
• 各福祉事務所に対して、運用開始に当たっての留意事項を改めて周知する必要がある。

対応

• 被保護者が医療扶助のオンライン資格確認を導入済みの委託先医療機関等で受診する際、マイナンバーカードを使用し
たオンライン資格確認が可能となることに加えて、被保護者がマイナポータルにおいて資格情報等の閲覧が可能となる旨を
被保護者へ改めて周知するよう福祉事務所にお願いした。

• 被保護者が委託先医療機関等で資格確認を行う際には、原則としてマイナンバーカードによるオンライン資格確認を行うこ
とに加えて、被保護者のマイナンバーカードの取得及び初回登録の促進に向けた積極的な働きかけをお願いした。

• 医療扶助のオンライン資格確認が未導入である福祉事務所、委託先医療機関等の場合、または導入済みの福祉事務
所においてオンライン資格確認の対象外となる被保護者がいる場合、委託先医療機関等及び被保護者に対して、紙の医
療券・調剤券による運用を継続するとともに、委託先医療機関等を受診する際は、マイナンバーカードによる資格確認が利
用できないこと、また、被保護者のマイナポータルでの資格情報等の閲覧ができない場合があることについて、改めて周知を
お願いした。
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2. 周知広報
2.2. 福祉事務所向けの周知広報
2.2.4. 福祉事務所向けの周知実績

前頁の続き。

８ オンライン資格確認実績ログの活用の促進

背景

• 医療扶助におけるオンライン資格確認等を実施することで、オンライン資格確認時に資格確認の実績が記録（以下、「オ
ンライン資格確認実績ログ」）される。

• オンライン資格確認実績ログを活用することで頻回受診傾向がある被保護者の把握や未委託の医療機関等で資格確認
を行った被保護者の一次スクリーニングに役立つ情報が得られ、早期発見が期待できる。

• 運用開始に伴い、改めて福祉事務所にオンライン資格確認実績ログの活用方法の周知を行う必要がある。

対応

• 令和６年3月、事務福祉事務所向けポータルサイトにオンライン資格確認実績ログの活用に係る福祉事務所向け手引き
を公開した。

• オンライン資格確認実績ログを活用することで、頻回受診傾向がある被保護者や未委託の医療機関等への受診者の一
次スクリーニングに役立つ情報が得られ、早期発見が期待できることを示した。

７ 被保護者のオンライン資格確認の利用促進

背景
• 令和６年３月、医療扶助のオンライン資格確認の運用開始に伴い、被保護者のオンライン資格確認の利用を促進させ

る必要がある。

対応

• 令和５年１月、福祉事務所向けに「福祉事務所向け国民配布用パンフレット」及び「リーフレット案」を配布していたが、
オンライン資格確認の利用開始に合わせて、新たなリーフレットを作成し周知を呼びかけた。

➢ 令和６年3月、事務福祉事務所向けポータルサイトに福祉事務所が被保護者向けに配布するリーフレットを公
開した。

➢ リーフレットは、マイナンバーカード利用のメリットや方法について詳細に説明し、被保護者の利用促進に資する情
報提供を行った。
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2. 周知広報
2.1. 周知計画
2.2. 福祉事務所向けの周知広報
2.3. 医療機関・薬局向けの周知広報
2.4. 事業の継続（引継ぎ）
2.5. 本章節に紐づく成果物の一覧
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2. 周知広報
2.3. 医療機関・薬局向けの周知広報
2.3.1. 医療機関・薬局向け周知広報の対応概要

医療機関向け総合ポータルサイト、医療機関等ONS等から寄せられる医療機関・薬局及びシステムベンダに係る問合せのうち、貴省に
て回答すべきものについて、回答文案の作成を行いました。
また、医療機関・薬局等が円滑にオンライン資格確認を導入できるよう、接続・運用テスト、補助金申請、運用開始等のマイルストンに
沿って、適宜必要な対応についての周知資料の作成を行いました。

医療機関・薬局システムベンダ向けの説明会は電子処方箋に係る説明と合同で開催することで、関係者の負荷軽減を図りました。なお
、合同開催については、個別開催より参加者を増加させることも意図しました。

医療機関・薬局向け周知広報の対応概要

②医療機関・薬局及び
システムベンダの問い合わせ対応

• 医療機関・薬局及びシステムベンダからの
問合せにおいて、貴省にて回答すべきも
のについて、回答文案の作成を行いまし
た。

• 回答文案の作成に当たっては、必要に応
じて、貴省、支払基金、各システムベンダ
等の関係者と協議を行いました。

• また、よくある問合せを分析し、医療機
関・薬局等全体への周知が必要だと判
断した事項については、周知資料への反
映またはFAQの公開を実施しました。

①医療機関・薬局システムベンダ向
け説明会の開催

• 医療機関・薬局システムベンダ向けに「医
療扶助におけるオンライン資格確認の導
入に向けたベンダ向け説明会」資料を作
成しました。

• 上記の資料を基に、オンラインで説明会
を開催しました。なお、説明会は電子処
方箋に係る説明と合同で開催しました。

③周知資料の作成

• 医療機関・薬局及びシステムベンダの各
マイルストンに沿って、適時必要な対応に
ついての周知資料を作成しました。

• 厚生労働省HP、医療機関等向け総合
ポータルサイト、医療機関等ONSといった
各種HPやオンライン請求システム上の
ポップアップを利用し、制度・導入の周知
を実施しました。

医療機関等ベンダ向け説明会資料

ONS問合せ管理表

ONS問合せ管理表 医療扶助のオンライン資格確認導入の手引き
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2. 周知広報
2.3. 医療機関・薬局向けの周知広報
2.3.2. 医療機関・薬局システムベンダ向け説明会の開催

医療機関・薬局システムベンダを対象とした「医療扶助におけるオンライン資格確認の導入に向けたベンダ向け説明会」資料を作成しま
した。資料については医療扶助のオンライン資格確認の概要の説明に加え、想定される質疑に対する回答を作成することで医療機関・
薬局システムベンダの理解の醸成を図りました。

医療機関・薬局システムベンダ向け説明会資料の作成

医療扶助のオンライン資格確認の概要 想定質疑応答

②医療機関・薬局及
びシステムベンダの
問い合わせ対応

③周知資料の作成
①医療機関・薬局
システムベンダ向け
説明会の開催
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2. 周知広報
2.3. 医療機関・薬局向けの周知広報
2.3.2. 医療機関・薬局システムベンダ向け説明会の開催

「医療扶助におけるオンライン資格確認の導入に向けたベンダ向け説明会」資料にて、医療扶助のオンライン資格確認の独自機能の説
明を抽出した「差分」説明資料を作成することで、医療保険のオンライン資格確認との違いを把握しやすくなるように配慮しました。

「差分」説明資料

医療保険のオンライン資格確認との主な差分①～④

②医療機関・薬局及
びシステムベンダの
問い合わせ対応

③周知資料の作成
①医療機関・薬局
システムベンダ向け
説明会の開催
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2. 周知広報
2.3. 医療機関・薬局向けの周知広報
2.3.2. 医療機関・薬局システムベンダ向け説明会の開催

別のオンライン資格確認関連施策である電子処方箋事業、オンライン診療等と合同で医療機関・薬局システムベンダ向けの説明会を
開催しました。

医療機関・薬局システムベンダ向け説明会の開催形態

• 医療機関等システムベンダ対象者

日程 • 令和５年６月12日

• 支払基金様会議室会場

• 令和５年度スケジュール

• 電子処方箋

• 医療扶助、オン資（オンライン診療等）

• 質疑応答

アジェンダ

• オンライン開催開催方法

• 電子処方箋等の導入に向けた医療機関等ベンダー向け説明会開催名称

②医療機関・薬局及
びシステムベンダの
問い合わせ対応

③周知資料の作成
①医療機関・薬局
システムベンダ向け
説明会の開催
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2. 周知広報
2.3. 医療機関・薬局向けの周知広報
2.3.3. 医療機関・薬局及びシステムベンダの問い合わせ対応

医療機関向け総合ポータルサイトの問い合わせフォーム、もしくは電話にてコールセンターで受領した問合せについて、一次対応を行って
いる担当者と適宜情報を連携し回答を行いました。

問合せの対応イメージ

医療機関向け
総合ポータルサイト

医療機関等

フォームでの問い合わせ
Q&Aの閲覧

CCチーム

収集した問合わせを
Q&A化し掲載

電話での問い合わせ

■問い合わせフォーム

■Q&Aの閲覧

QA検索の際は、フィルターがけやカテゴリ分類が可能で
あり、オンライン資格確認事業に係る他事業における
QAがある状況でも、容易に本事業に係るQAが検索
できます。

他の医療機関等

類似の問い合わせ

確認

差し替え

フォーム・電話での回答

周知広報
事業者

必要に応じて情報連携

②医療機関・薬局及
びシステムベンダの
問い合わせ対応

③周知資料の作成
①医療機関・薬局
システムベンダ向け

説明会の開催



54

2. 周知広報
2.3. 医療機関・薬局向けの周知広報
2.3.3. 医療機関・薬局及びシステムベンダの問い合わせ対応

医療機関等ONSで受領した問合せについては、弊社からの回答文送付を基調にしつつ、補助金等に係る問合せについては、貴省とも
協力して回答文の作成・送付を実施しました。

問合せの対応イメージ

医療機関等ONS

医療機関等
ベンダ

フォームでの問い合わせ
Q&Aの閲覧

ONS

運営事業者

収集した問合わせを
Q&A化し掲載

フォームでの回答

■問い合わせフォーム

■Q&Aの閲覧

他の医療機関等
ベンダ

類似の問い合わせ

確認

②医療機関・薬局及
びシステムベンダの
問い合わせ対応

③周知資料の作成
①医療機関・薬局
システムベンダ向け

説明会の開催

周知広報
事業者

必要に応じて情報連携
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2. 周知広報
2.3. 医療機関・薬局向けの周知広報
2.3.3. 医療機関・薬局及びシステムベンダの問い合わせ対応

医療機関・薬局システムベンダが参加する医療機関等ONS（Webサイト）で受領した医療機関・薬局システムベンダからの問合せのう
ち、多くの医療機関・薬局システムベンダから問合せを受けたもの及び多くの医療機関・薬局システムベンダに関係するものについては、周
知資料やFAQの作成に反映し、マス周知（全ての医療機関・薬局システムベンダ向け）を実施しました。

FAQ公開イメージ

周知連絡イメージ

②医療機関・薬局及
びシステムベンダの
問い合わせ対応

③周知資料の作成
①医療機関・薬局
システムベンダ向け

説明会の開催
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2. 周知広報
2.3. 医療機関・薬局向けの周知広報
2.3.4. 周知資料の作成

医療扶助のオンライン資格確認の運用開始に向け、医療機関・薬局が制度を理解した上で導入を推進出来るように、厚生労働省HP
、医療機関等向け総合ポータルサイト上で「医療機関・薬局向け医療扶助のオンライン資格確認導入の手引き」を公開しました。また、
医療扶助のオンライン資格確認導入に関する説明をシステムベンダから医療機関・薬局へ実施いただくことを目的とし、医療機関等
ONSでも当該資料が公開された旨の周知を行いました。

医療扶助のオンライン資格確認導入の周知

導入に係る対応説明 補助金に係る対応説明

②医療機関・薬局及
びシステムベンダの
問い合わせ対応

③周知資料の作成
①医療機関・薬局
システムベンダ向け

説明会の開催
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2. 周知広報
2.3. 医療機関・薬局向けの周知広報
2.3.4. 周知資料の作成

前頁続き。

各HPでの医療扶助のオンライン資格確認導入の手引き公開

厚生労働省HP

医療機関等ONSでの周知

医療機関等向け総合ポータルサイトでの周知

②医療機関・薬局及
びシステムベンダの
問い合わせ対応

③周知資料の作成
①医療機関・薬局
システムベンダ向け

説明会の開催
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2. 周知広報
2.3. 医療機関・薬局向けの周知広報
2.3.4. 周知資料の作成

令和６年３月１日の運用開始に向けて、同年２月13日から開始した検証運用の周知を、医療機関等向け総合ポータルサイト・医
療機関等ONS上で発出しました。運用開始前に運用面やシステム面での課題を早期に検知し適切な対応策を検討・実施するため、
参加実施対象の医療機関等に対して案内を送付しました。

検証運用開始に係る周知

医療機関等ONSでの周知医療機関等向け総合ポータルサイトでの周知

②医療機関・薬局及
びシステムベンダの
問い合わせ対応

③周知資料の作成
①医療機関・薬局
システムベンダ向け

説明会の開催
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2. 周知広報
2.3. 医療機関・薬局向けの周知広報
2.3.4. 周知資料の作成

令和６年３月１日の運用開始に向けて事務連絡の発出や、医療機関等向け総合ポータルサイト・医療機関等ONS上での周知を行
いました。
医療扶助のオンライン資格確認等導入に伴う業務の流れ及び留意事項を改めて示し、医療機関・薬局及びシステムベンダが円滑にオ
ンライン資格確認を導入できるよう対応しました。

運用開始に係る周知

事務連絡

医療機関等ONSでの周知

医療機関等向け総合ポータルサイトでの周知

②医療機関・薬局及
びシステムベンダの
問い合わせ対応

③周知資料の作成
①医療機関・薬局
システムベンダ向け

説明会の開催
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2. 周知広報
2.3. 医療機関・薬局向けの周知広報
2.3.4. 周知資料の作成

医療扶助のオンライン資格確認等システムについて、医療機関等運用テストに係る周知を行いました。
医療機関等ONS上にお知らせを掲載し、テスト計画書・テストシナリオ等を提示することで医療機関等におけるテストが円滑に進むよう
対応しました。

医療機関等における運用テストについて

医療機関等ONSでの周知

医療機関等運用テスト計画書

医療機関等運用テストシナリオ

②医療機関・薬局及
びシステムベンダの
問い合わせ対応

③周知資料の作成
①医療機関・薬局
システムベンダ向け

説明会の開催
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2. 周知広報
2.3. 医療機関・薬局向けの周知広報
2.3.4. 周知資料の作成

医療扶助のオンライン資格確認に係る助成金について周知を行いました。
補助金に係る説明資料や申請に必要な資料を医療機関等向けポータル上に掲載し、医療機関・薬局が補助金を活用して導入推進
出来るよう対応しました。

補助金に関する周知

医療機関等向け総合ポータルサイトでの周知
医療扶助のオンライン資格確認導入に係る指定

医療機関・指定薬局への補助に係る説明

②医療機関・薬局及
びシステムベンダの
問い合わせ対応

③周知資料の作成
①医療機関・薬局
システムベンダ向け

説明会の開催


